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1｡ はじめに

神戸市消防局が調査した火災に関する詳細

なデータを基礎として，新しい延焼速度式を

導き，検証を行なった手法1)～8)を紹介し，火

災危険度予測への応用として，都市を領域に

よって区分した総合火災指標値1)を示し，そ

の適用時に注意すべき事項等について記述す

る。

2｡ 新しい延焼速度式と焼損面積の予測

従来の延焼速度式「浜田（堀内）の式」に

より焼損面積を算出すると，場合によっては

数倍～十数倍も多く見積もることがある9）。

そこで，筆者らが約８年前頃から，いろいろ

な都市の比較的最近の詳細な火災データを集
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めて整理し直し，火災延焼現象のモデル化を

試みたのが，「ロジスティック曲線による延

焼速度式2」～8）」である。この延焼速度式は，

焼け止まりを考慮しており建物１棟～数棟の

延焼状況を適切に表現できることを，既発表

論文2）～8）に記述している。

すなわち，火災の先端が出火箇所から拡

がっていく状況（消火活動を伴わない場合の

延焼過程）を焼損面積で捉えた場合の延焼速

度式は，図１の実線で示すように一般的にＳ

字状の曲線となり，次のような式で表わされ

る（従来の式は図の一点鎖線に対応し，Ｓ字

曲線の変曲点 までの傾向が無限に続いてい

く）。

０

時間ｘまたはt　 （min ）

図１　焼損面積と時間の関係

ただし，

Ａ≦Ｇ

であり，

fｘ）＝ao十alｘ　　　　　　　　　（2）

または，

fｘ）＝ao十alｘ十a2×2十a3×3　　（3）

である。ここで，Ａは延損面積（㎡），ｘは

出火からの経過時 間（ｈ），Ｇは１区画また

は１棟の建築面積（㎡），ao，a1，a2，a3，

dは係数，f(0）はｆ（ｘ）においてｘ＝0
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表 １　 延 焼 速 度式 の 係 数（ｄはＧ＝100�に対応するもの）

ａ0

a1 a2

ａ３ ｄ

木 造 系 ３．７１ －21.03 35.79 -132.5】 １６．４

簡 易耐 火 2.97 －２１．８４ ６５．０１ －137.95 ５．８

耐 火 ４．２１ -28.23 72.48 －１４２．２５ ２．９

の時の値を示す。

式（1）の各係数は，火災データより求められ

るが，実際の都市の年間の焼損面積とこの式

による予測値を比較することによって，これ

を検証することがで きる。Ｋ市のデータに

よって求めた係数による式2）~5）によって，大

阪市（地区環境を考慮）の年間の焼損面積を

予測した結果は，過去の値とよく一致してそ

の妥当性が確かめられている8）。また，東京

消防庁の報告書9）によれば，「保野の式 （神

戸モデルより以前の延焼速度式1O）［「図１に

示す変曲点までのデータによるＤ」が，東京

都の最近の延焼火災データと非常によく合う

ことが示されている。

さて，火災延焼状況は，建物構造の壁体や

床材の延焼遮断効果や空気の流通・熱伝播な

どによって異なると考えられる。そこで，建

物内の延焼状況の傾向が明確に把握できた，
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結果を表１に示す。

図２は，木造系の建築面積と簡易耐火およ

び耐火の区画の面積Ｇを100㎡に換算して焼

損面積を比較しやすいように描いたものであ

る。木造系の場合は出火から約11 分程度で全

面積の半分の50㎡に達し，約17分で100㎡全

部が燃えてしまう。簡易耐火は木造系や耐火

よりも起ち上がりが大きいが50㎡達するの

は耐火とほぼ同じ13 分程度で100� 全部が燃

えてしまうのは約25 分である。耐火の場合は，

100� 全部が燃えてしまうのは約29 分であり，

その後半部分は簡易耐火とよく似ている。図

２は，消火活動を行わない場合，平均的に延

焼する状況を表示したもので，実際には可燃

物の条件などによってこの曲線より起ち上が

りの早い火災や遅い火災がある。とくに，図

２に示される簡易耐火の起ち上がりが早いの

は，建物内の可燃物の状態や隔壁などの違い

による影響が現われているものと考えられ

る。しかしながら，いずれにしても出火後約

10分位までには消火活動を開始しなければ，

火災が建物内にいっきに拡ること，さらに隣

棟への類焼を引き起こす危険性が増すことを

示している。

10　　　　　　　　　　　20

図 ２　各種建物構造別の延焼状況
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一方，ある放水量Ｑ（㎡/ｍｉｎ）のもとで

の焼損面積 は，以下の ように表 される。

Ａ（ｔ＋1）＝{＋ｋ（ｔ）}ＩＡ（ｔ）　（４）

ここ に，

ｋ （ｔ） ＝

qO{lA(t－1)－Ａ(t－2)}

Q(t－1/2)－qO {A(t－1)－Ａ(t－2)}　　(5)

ただし， ｔ：放水開始後の経 過時間( ｍｉｎ)，

q0 : 所要消火水量係数(㎡／㎡／ｍｉｎ)，ｋ(ｔ)

： ｔ時刻( ｍｉｎ)の延焼増加割合である。

所要 消火 水量係数 は木造系 と耐火構造系で

異なり，以下 の関係式が得ら れている。

木造系:ｑO＝0,423 {A(O)} -0.898　　(6)

耐火構造系:qO＝0.218 {A(O)}-O･533(7)

ただし，Ａ(0)は放水開始直前の焼損面積で

ある。

第１出動のポンプ車４台分の平均として，神

戸市のデータより以下のような近似式が得ら

れている。

木造系: Ｑ（t ）＝1.129 t 0.302

耐火構造系: Ｑ（1 ）＝0.802 t 0.433

さて，以上の関係式を用いて各時刻の焼損

面積の計算を行なうと，図１の点線のような

曲線が得られ，Ａ（ｔ＋1 ）＝Ａ（ｔ）となった

ときに延焼阻止（鎮圧）されたことになり，

焼損面積を予測することができる。

以上は，焼損面積の平均値を求める手法を

説明した。最小値および最大値を予測する手

法も研究しているが，ここでは省略する。な

お，消防計画における焼損面積の予測値とし

て理論的には最大値を使用すべきであろう。

放水量Ｑは，放水ポンプ車の台数や集結状　　3. 火災危険度予測

況あるいは水利能力などによって異なるが， 火災危険度は，出火危険，延焼危険，消火

地 城 の 諸 条 件

図 ３　 地 域 の 潜在 火 災指 標 値 の 算 定 フロ ー チ ャ ー ト
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図４　総合火災指標値による評価結果の一例

困難，避難困難等を総合的に捉えられなけれ

ばならない。そこで，図３のフローチャート

に示す算定方法により，各地域の総合的な火

災危険度を評価している。

その評価結果を，５段階表示した１例が図

４である。総合火災指標値は，焼損面積およ

びその損害額を予測・評価するようにしてい

る（さらに死傷者の損害として交通事故の損

害補償を参考にして金額で評価することを試

表２　各火災指標の予測値と過去の値の比較

注 ）対象地域は、神戸市独自の地区単位（ サ

マリ ー）により、合計275 地区である．
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みているが詳糾は省略する）。

つぎに, 出火指標値（平均）,延焼指標値（最

小，平均，最大）および総合指標値（焼損面

積，最小，平均，最大）の予測値と過去の実

際の値を比蚊したものが表２である。出火指

標値（出火件数）および延焼指標値（焼損面

積）は，各年で増減している。ここでは延焼

指標値（焼損面積）の平均値に対して，最小

値と最大値を予測する手法を使っているが，

数式等は割愛した。表２によると，出火指標

値（出火件数）は過去の値との比が0.998 と

よく一致している。延焼指標値においても平

均 値で0.991 ， 最小値 で0.715 ， 最大 値で

1.267とよく一致し，予測値は過去の平均値

に対して約30 ％の上下の幅で予測している。

4｡ お わりに

以上に述べた手法は，分析した都市や比較

的よく似た地域において適用可能であるが，

筆者らの経験によれば，日本の各都市におい



て 適 用 し て も そ れ ほ ど 違 わ な い と 考 え て い　　　　P119 ～129,1985.1

る 。 た だ し ， 各 都 市 の 詳 細 な デ ー タが 整 備 さ　　　7 ） 難 波 義 郎 ほ か:A St ｕdy ｏｎ Ｆｉre Si,rｅａｄ

れ て お れ ば ， ま た は 入 手 可 能 で あ れ ば ， 独 自　　　　 Ｍｏｄｅｌ ｏｆ Ｗｏｏｄｅｎ Ｂｕildingｓ in Jpan （日 本 に

の デ ー タ に よ り （以 上 に 述 べ た 手 法 で ）， 火　　　　 お け る 木 造 家 屋 群 の 火 災 延 焼 モ デ ル に 関 す る

災 危 険 度 を 求 め る こ と の 方 が 当 然 よ い 。　　　　　　　 研究 ）， 国際 火 災 科 学 学 会 第 １ 回 シ ン ポ ジ ウ ム

今 後 と も 都 市 の 変 貌 や 時 代 に 応 じ た 火 災 危　　　　 論文 集 ，P881 ～890 ，1986

険 度 を 求 め ， 防 火 の 目 標 水 準 を 高 め て い く 必　　　8 ） 難 波 義 郎 ：火 災 の 延 焼 機 構 と そ の 都 市 防 災

要 が あ る と 思 わ れ る が ， こ の た め に は 人 や 産　　　　 施 設 お よ び土 地 利 用 へ の 適 用 に 関 す る 研 究，

業 の 営 み ， 社 会 ， 都 市 機 能 お よ び 火 災 現 象 等　　　　 京 都大 学 学 位 論 文 ，P89 ～91 ，1983.12

の 変 化 を 的 確 に 把 握 し 続 け る 必 要 が あ り ， 今　　　9 ） 東 京 消 防 庁 ：地 震 時 にお け る 市街 地 大 火 の

後とも火災現象や人の動きに応じた精度の各

種必要データの収集・蓄積が不可欠である。
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